
平成 14年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 13年 11月 16日

上   場   会   社   名       鈴木金属工業株式会社 上場取引所 東

コード番号       5657 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 企画経理部長 東京都

　氏　　        名　　　　　　　　　　　　　　川那辺　孝 TEL (047) 476 - 2665
中間決算取締役会開催日　　平成 13年 11月 16日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日　　      平成   年   月   日

１. 13年 9月中間期の業績(平成 13年 4月 1日 ～ 平成 13年 9月 30日)
(1)経営成績

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 9月中間期 11,248 △ 11.2 1 △ 99.5 22 △ 91.8
12年 9月中間期 12,666 5.9 322 65.2 271 60.7
13年 3月期 25,191 636 507

百万円 ％ 円　　銭

13年 9月中間期 △ 202 - △ 8.43
12年 9月中間期 55 △33.7 2.32
13年 3月期 129 5.40
(注) ①期中平均株式数    13年 9月中間期  24,000,000 株   12年 9月中間期 24,000,000 株   13年 3月期  24,000,000 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円　銭 円　銭

13年 9月中間期 0.00 －
12年 9月中間期 0.00 －
13年 3月期 － 3.00

(3)財政状態
株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年 9月中間期 21,518 3,192 14.8 133.03
12年 9月中間期 22,816 3,243 14.2 135.16
13年 3月期 22,039 3,317 15.1 138.24
(注)期末発行済株式数    13年 9月中間期  24,000,000 株   12年 9月中間期 24,000,000 株   13年 3月期  24,000,000 株

２. 14年 3月期の業績予想( 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 )
　 １株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 22,400 200 △ 180 0.00 0.00
(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)   △7 円   50 銭 

売   上   高 経　常　利　益 当　期　純　利　益

中間(当期)純利益
１ 株 当 た り 中 間

(当 期) 純 利 益

総  資  産 株  主  資　本

(記載金額は，百万円未満を切り捨てて表示している。)
売   上   高 営　業　利　益 経　常　利　益



(1)中間貸借対照表

　　　期別

　　　科目 金　　額 金　　額 金　　額

(資　産　の　部) 百万円 　　％ 百万円 　　％ 百万円 　　％

流　動　資　産 11,417 50.0 10,303 47.9 10,618 48.2

現 金 及 び 預 金 1,195 1,588 1,112

受 取 手 形 1,066 501 1,284

売 掛 金 4,827 3,841 4,206

有 価 証 券 19 10 20

自 己 株 式 0 0 0

製 品 1,393 1,586 1,637

原 材 料 931 875 651

仕 掛 品 1,141 1,090 1,203

貯 蔵 品 106 121 111

前 払 費 用 60 58 42

繰 延 税 金 資 産 140 153 163

短 期 貸 付 金 140 60 0

未 収 入 金 445 463 292

そ の 他 15 59 10

貸 倒 引 当 金 △ 66 △ 107 △ 119

固　定　資　産 11,398 50.0 11,214 52.1 11,421 51.8

有形固定資産 8,189 35.9 7,686 35.7 7,858 35.6

建 物 2,418 2,295 2,350

構 築 物 453 418 433

機 械 及 び 装 置 3,097 2,835 2,910

車 両 及 び 運 搬 具 8 7 7

工具器具及び備品 145 126 128

土 地 1,991 1,976 1,976

建 設 仮 勘 定 74 26 53

無形固定資産 33 0.2 55 0.3 33 0.2

ソ フ ト ウ ェ ア 28 50 28

施 設 利 用 権 4 4 4

投資その他の資産 3,176 13.9 3,472 16.1 3,529 16.0

投 資 有 価 証 券 1,897 1,745 1,821

関 係 会 社 株 式 315 617 607

従業員長期貸付金 19 10 15

固 定 化 営 業 債 権 226 226 226

長 期 前 払 費 用 4 14 20

繰 延 税 金 資 産 460 627 584

保 証 敷 金 252 252 252

そ の 他 196 188 210

貸 倒 引 当 金 △ 196 △ 209 △ 209

22,816 100.0 21,518 100.0 22,039 100.0

　　　個別中間財務諸表　　　

(平成13年3月31日現在)

資　産　合　計

当　中　間　期前　中　間　期 前　　　　　期
(平成13年9月30日現在)(平成12年9月30日現在)

構成比構成比 構成比
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　　　期別

　　　科目 金　　額 金　　額 金　　額

(負　債　の　部) 百万円 　　％ 百万円 　　％ 百万円 　　％

流　動　負　債 13,474 59.1 12,712 59.1 12,709 57.7

支 払 手 形 2,265 1,892 2,268

買 掛 金 5,764 4,930 5,112

短 期 借 入 金 2,600 3,200 2,400

１ 年 以 内 返 済 予 定

長 期 借 入 金

未 払 金 76 75 53

未 払 費 用 224 276 265

未 払 法 人 税 等 217 4 333

前 受 金 21 25 26

預 り 金 292 313 249

賞 与 引 当 金 385 397 414

設 備 支 払 手 形 229 177 137

そ の 他 53 60 125

固　定　負　債 6,097 26.7 5,613 26.1 6,012 27.3

長 期 借 入 金 4,047 3,375 3,874

退 職 給 付 引 当 金 1,175 1,278 1,164

役員退職慰労引当金 174 189 202

預 り 保 証 敷 金 700 770 770

19,572 85.8 18,325 85.2 18,721 84.9

(資　本　の　部)

資　本　金 1,200 5.3 1,200 5.6 1,200 5.5

法定準備金 162 0.7 169 0.8 162 0.7

利 益 準 備 金 162 169 162

剰　余　金 1,881 8.2 1,673 7.7 1,955 8.9

別 途 積 立 金 1,215 1,215 1,215

中間(当期)未処分利益 666 458 740

( うち中間(当期)純利益

又は純損失)

その他有価証券評価差額金 - 0.0 149 0.7 - 0.0
その他有価証券評価差額金 - 149 -

3,243 14.2 3,192 14.8 3,317 15.1

22,816 100.0 21,518 100.0 22,039 100.0

前　　　　　期
(平成13年9月30日現在)(平成12年9月30日現在)

1,343 1,322

(平成13年3月31日現在)

構成比

当　中　間　期前　中　間　期

(129)

資　本　合　計

負債及び資本合計

構成比

1,358

構成比

負　債　合　計

(△ 202)(55)
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(２)中間損益計算書

　　　　期　　　別

　　科　　目

金　　額 金　　額 金　　額

百万円 　　％ 百万円 　　％ 百万円 　　％

Ⅰ． 12,666 100.0 11,248 100.0 25,191 100.0

Ⅱ. 11,047 87.2 10,051 89.4 21,955 87.2

売 上 総 利 益 1,618 12.8 1,197 10.6 3,236 12.8

Ⅲ. 1,296 10.3 1,195 10.6 2,600 10.3

営 業 利 益 322 2.5 1 0.0 636 2.5

Ⅳ． 139 1.1 107 1.0 201 0.8

Ⅴ. 190 1.5 86 0.8 330 1.3

経 常 利 益 271 2.1 22 0.2 507 2.0

Ⅵ. - - - - 15 0.1

Ⅶ. 124 0.9 465 4.1 249 1.0

147 1.2 △ 443 △ 3.9 272 1.1

260 2.1 4 0.0 459 1.8

△ 168 △ 1.3 △ 245 △ 2.1 △ 315 △ 1.3

55 0.4 △ 202 △ 1.8 129 0.5

610 661 610

666 458 740

前 期 繰 越 利 益

当中間会計期間前中間会計期間 前事業年度の
要約損益計算書

自　平成13年 4月 1日自　平成12年 4月 1日

至　平成12年 9年30日

自　平成12年 4月 1日

至　平成13年 3年31日

百分比

至　平成13年 9年30日

法 人 税 等 調 整 額

中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益

税引前中間(当期)純利益又は純損失

法人税、住民税及び事業税

百分比

売 上 原 価

売 上 高

中間(当期)純利益又は純損失

特 別 損 失 ※ ４

営 業 外 費 用 ※ ２

百分比

営 業 外 収 益 ※ １

販売費及び一般管理費

特 別 利 益 ※ ３

 -3-



中間財務諸表作成の基礎となる事項

　　期　　別

　項　　目

1. たな卸資産の評価基準及 製品、仕掛品：総平均法による原価法 製品、仕掛品　　  同　左 製品、仕掛品　　  同　左

び評価方法 原材料　　   　：先入先出法による原価法 原材料　　   　　　同　左 原材料　　　   　　同　左

貯蔵品　　   　：最終仕入原価法による原価法 貯蔵品　　　   　　同　左 貯蔵品　　　　   　同　左

2. 有価証券の評価基準及び 子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式

評価方法 　　　　　　　移動平均法による原価法 　　　　　　　　同　左 　　　　　　　　同　左

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券

時価のあるもの：移動平均法による原価法 　時価のあるもの 時価のあるもの：移動平均法による原価法

時価のないもの：移動平均法による原価法 　　中間決算日の市場価格等に基づく 時価のないもの：移動平均法による原価法

　　時価法(評価差額は全部資本直入

　　法により処理し、売却原価は移動

　　平均法により算定)

　時価のないもの

　　移動平均法による原価法

3. 　デリバティブ 　時価法 　　同　左 　　同　左

4. 固定資産の減価償却の方 (1)有形固定資産 (1)有形固定資産 (1)有形固定資産

法 　法人税法に基づき、下記によっている。 　　同　左

　　建物、構築物　　　 定　額　法 　　建物、構築物　　　 定　額　法

　　機械及び装置　　　　定　率　法 　　機械及び装置　　　　定　率　法

　　車両及び運搬具　 　 定　率　法 　　車両及び運搬具　 　 定　率　法

　　工具器具及び備品　  定　率　法 　　工具器具及び備品　  定　率　法

　なお、一部の機械及び装置については、 　なお、一部の機械及び装置については、

定額法によっている。 定額法によっている。

(2)無形固定資産 (2)無形固定資産 (2)無形固定資産

　定額法によっている。 　　同　左 　　同　左

　なお、自社利用のソフトウェアについては

社内における見込利用可能期間(５年)に基

づく定額法を採用している。

5. 引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 (1)貸倒引当金 (1)貸倒引当金

　一般債権については貸倒実績率により、貸 　　同　左 　　同　左

倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

いている。

(2)賞与引当金 (2)賞与引当金 (2)賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てる 　同　左 　同　左

ため支給見込額に基づき計上している。

前中間会計期間

至　平成12年 9年30日

自　平成13年 4月 1日自　平成12年 4月 1日 自　平成12年 4月 1日

至　平成13年 9年30日 至　平成13年 3年31日

前　事　業　年　度当中間会計期間
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中間財務諸表作成の基礎となる事項

　　期　　別

　項　　目

(3)退職給付引当金 (3)退職給付引当金 (3)退職給付引当金

　従業員の退職給付の支払いに備えるため 　同　左 　従業員の退職給付の支払いに備えるた

当事業年度末における退職給付債務及び年 め当事業年度末における退職給付債務及

金資産の見込額に基づき、当中間会計期間 び年金資産の見込額に基づき、当事業

末において発生していると認められる額を計 年度末において発生していると認められ

上している。 る額を計上している。

　なお、会計基準変更時差異 1,620百万 　なお、会計基準変更時差異 1,620百万

円については、７年による按分額を費用 円については、７年による按分額を費用

処理している。 処理している。

(4)役員退職慰労引当金 (4)役員退職慰労引当金 (4)役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えて、内 　同　左 　役員の退職慰労金の支出に備えて、内

規に基づく中間期末要支給額を計上 規に基づく当事業年度末要支給額を計上

している。 している。

6. 外貨建の資産及び負債の 　外貨建金銭債権債務は、中間決算日の 　同　左 　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

本邦通貨への換算基準 直物為替相場により円貨に換算し、換算 為替相場により円貨に換算し、換算差額

差額は損益として処理している。 は損益として処理している。

7. リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると認め 　同　左 　同　左

られるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっている。

8. その他中間財務諸表作成 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理

のための基礎となる重要な 　税抜方式によっている。 　同　左 　同　左

事項。

自　平成12年 4月 1日

至　平成13年 9年30日 至　平成13年 3年31日

前　事　業　年　度当中間会計期間前中間会計期間

至　平成12年 9年30日

自　平成13年 4月 1日自　平成12年 4月 1日
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追　加　情　報

(退職給付会計) (退職給付会計)

　当中間期から退職給付に係る会計基準(「退職給付に係 　当事業年度から退職給付に係る会計基準(「退職給付に

る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会　 係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会　 

平成10年6月16日))を適用している。 平成10年6月16日))を適用している。

(金融商品会計) (金融商品会計) (金融商品会計)

　当中間期から金融商品に係る会計基準(「金融商品に係 　当中間会計期間からその他有価証券のうち時価のあるもの 　当事業年度から金融商品に係る会計基準(｢金融商品

る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会　 の評価の方法について、金融商品に係る会計基準(「金融商 に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会　

平成11年1月22日))を適用している。 品に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会　  平成11年1月22日))を適用している。

当中間会計期間においては、その他有価証券のうち時価 平成11年1月22日))を適用している。 また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、

のあるものについて時価評価を行っていない。 その他有価証券に含まれている１年以内に満期の到来する

　なお、平成12年大蔵省令第10号附則3項によるその他 有価証券は流動資産として、それら以外は投資有価証券と

有価証券に係る中間貸借対照表計上額等は次のとおり して表示している。これにより流動資産の有価証券から

である。 投資有価証券に期首時点で20百万円振替えている。

当事業年度においては、その他有価証券のうち時価の

あるものについて時価評価を行っていない。

中 間 貸 借 対 照 表 計 上 額 1,725 百万円 　なお、平成12年大蔵省令第8号附則4項によるその他有

時 価 2,189 百万円 価証券に係る貸借対照表計上額等は次のとおりである。

評 価 差 額 金 相 当 額 270 百万円

繰 延 税 金 負 債 相 当 額 193 百万円 貸 借 対 照 表 計 上 額 1,751 百万円

時 価 1,965 百万円

評 価 差 額 金 相 当 額 124 百万円

繰 延 税 金 負 債 相 当 額 89 百万円

(外貨建取引等会計基準) (外貨建取引等会計基準)

　当中間期から改訂後の外貨建取引等会計処理基準(「外 　当事業年度から改訂後の外貨建取引等会計処理基準(「外

貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書」(企業 貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書」(企業会計

会計審議会　平成11年10月22日))を適用している。 審議会　平成11年10月22日))を適用している。

至　平成13年 3年31日至　平成13年 9年30日

自　平成13年 4月 1日

前事業年度

自　平成12年 4月 1日自　平成12年 4月 1日

前中間会計期間 当中間会計期間

至　平成12年 9年30日
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注　記　事　項

(中間貸借対照表関係)

有形固定資産の減価償却累計額 有形固定資産の減価償却累計額 有形固定資産の減価償却累計額

16,572 百万円 17,160 百万円 16,855 百万円

担保の状況 担保の状況 担保の状況

有形固定資産のうち担保に供している資産並びに 有形固定資産のうち担保に供している資産並びに 有形固定資産のうち担保に供している資産並びに

担保付債務は次のとおりである。 担保付債務は次のとおりである。 担保付債務は次のとおりである。

担保資産 担保資産 担保資産

建物 899 百万円 ( 713 百万円 ) 建物 828 百万円 ( 647 百万円 ) 建物 863 百万円 ( 680 百万円 )

構築物 91 百万円 ( 42 百万円 ) 構築物 82 百万円 ( 37 百万円 ) 構築物 86 百万円 ( 39 百万円 )

機械及び装置 2,505 百万円 ( 1,877 百万円 ) 機械及び装置 2,264 百万円 ( 1,672 百万円 ) 機械及び装置 2,367 百万円 ( 1,751 百万円 )

土地 1,860 百万円 ( 1,860 百万円 ) 土地 1,860 百万円 ( 1,860 百万円 ) 土地 1,860 百万円 ( 1,860 百万円 )

　合計 5,356 百万円 ( 4,492 百万円 ) 　合計 5,035 百万円 ( 4,216 百万円 ) 　合計 5,177 百万円 ( 4,330 百万円 )

担保付債務 担保付債務 担保付債務

１年以内返済 1,295 百万円 ( 1,162 百万円 ) １年以内返済 1,310 百万円 ( 1,177 百万円 ) １年以内返済 1,274 百万円 ( 1,141 百万円 )

予定長期借入金 予定長期借入金 予定長期借入金

長期借入金 3,919 百万円 ( 2,985 百万円 ) 長期借入金 3,295 百万円 ( 2,362 百万円 ) 長期借入金 3,770 百万円 ( 2,770 百万円 )

保証債務 130 百万円 ( 130 百万円 ) 保証債務 90 百万円 ( 90 百万円 ) 保証債務 110 百万円 ( 110 百万円 )

　合計 5,344 百万円 ( 4,278 百万円 ) 　合計 3,581 百万円 ( 3,629 百万円 ) 　合計 3,974 百万円 ( 4,022 百万円 )

上記のうち(　)内書は、工場財団抵当並びに当該債 上記のうち(　)内書は、工場財団抵当並びに当該債 上記のうち(　)内書は、工場財団抵当並びに当該債

務を示している。 務を示している。 務を示している。

保証債務 保証債務 保証債務

金融機関よりの借入金について、下記の保証を行っ 金融機関よりの借入金について、下記の保証を行っ 金融機関よりの借入金について、下記の保証を行っ

ている。 ている。 ている。

保証先 　金額 内容 保証先 　金額 内容 保証先 　金額 内容

光陽興産株式会社 80 百万円 借入債務 光陽興産株式会社 40 百万円 借入債務 光陽興産株式会社 60 百万円 借入債務

株式会社ムロランスズキ 315 百万円 借入債務 株式会社ムロランスズキ 215 百万円 借入債務 株式会社ムロランスズキ 265 百万円 借入債務

受取手形割引残高 4、041 百万円 受取手形割引残高 3,466 百万円 受取手形割引残高 3,428 百万円

中間期末日満期手形 中間期末日満期手形 期末日満期手形

　中間期末日満期手形の会計処理については当中間会 　中間期末日満期手形の会計処理については当中間会 　期末日満期手形の会計処理については当会計期間の

計期間の末日は金融機関の休日であったが、満期日に 計期間の末日は金融機関の休日であったが、満期日に 末日は金融機関の休日であったが、満期日に決済が行

決済が行われたものとして処理している。当中間期末 決済が行われたものとして処理している。当中間期末 われたものとして処理している。当期末日満期手形の金

日満期手形の金額は、以下のとおりである。 日満期手形の金額は、以下のとおりである。 額は以下のとおりである。

支払手形 545 百万円 支払手形 566 百万円 支払手形 612 百万円

前中間会計期間末

(平成12年 9年30日現在)

前 事 業 年 度

(平成13年 3年31日現在)

当中間会計期間末

(平成13年 9年30日現在)
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(中間損益計算書関係)

※1. 営業外収益の主要項目 ※1. 営業外収益の主要項目 ※1. 営業外収益の主要項目

受取利息 2 百万円 受取利息 1 百万円 受取利息 5 百万円

受取賃貸料 60 受取賃貸料 64 受取賃貸料 121

※2. 営業外費用の主要項目 ※2. 営業外費用の主要項目 ※2. 営業外費用の主要項目

支払利息 65 百万円 支払利息 58 百万円 支払利息 135 百万円

会員権評価損 91 支払割引料 25 会員権評価損 94

※3. 特別損失の主要項目 ※3. 特別損失の主要項目 ※3. 特別損失の主要項目

固定資産除却損 8 百万円 固定資産除却損 13 百万円 固定資産除却損 18 百万円

退職給付会計基準変更時 115 退職給付会計基準変更時 115 退職給付会計基準変更時 231

差異償却額 差異償却額 差異償却額

投資有価証券評価損等 336

※4. 減価償却実施額 ※4. 減価償却実施額 ※4. 減価償却実施額

有形固定資産 419 百万円 有形固定資産 376 百万円 有形固定資産 852 百万円

無形固定資産 4 無形固定資産 6 無形固定資産 9

前中間会計期間

自　平成12年 4月 1日

至　平成12年 9年30日

前 事 業 年 度

自　平成12年 4月 1日

至　平成13年 3年31日

当中間会計期間

至　平成13年 9年30日

自　平成13年 4月 1日
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(リース取引関係)

1. 　リース物件の所有権が借主に移転すると認めら 1. 　リース物件の所有権が借主に移転すると認めら 1. 　リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引 れるもの以外のファイナンス・リース取引 れるもの以外のファイナンス・リース取引

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計 ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計 ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計

額相当額及び中間期末残高相当額 額相当額及び中間期末残高相当額 額相当額及び期末残高相当額

取 得 減価償却 中間期末 取 得 減価償却 中間期末 取 得 減価償却 中間期末

価 額 累 計 額 残 高 価 額 累 計 額 残 高 価 額 累 計 額 残 高

相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

機械及び装置 61 6 54 機械及び装置 51 11 39 機械及び装置 51 8 42

工具器具及び 工具器具及び 工具器具及び

備品 147 57 89 備品 107 60 47 備品 107 49 58

ソフトウェア 49 6 43 ソフトウェア 46 15 31 ソフトウェア 46 10 36

合　計 258 70 187 合　計 206 86 119 合　計 206 68 137

②未経過リース料中間期末残高相当額 ②未経過リース料中間期末残高相当額 ②未経過リース料期末残高相当額

１年内 46 百万円 １年内 38 百万円 １年内 37 百万円

１年超 143 １年超 91 １年超 110

合　計 190 合　計 129 合　計 148

(注)取得価額相当額及び未経過リース料中間期末 (注) 同 左 (注) 同 左

残高相当額は、未経過リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に占めるその割合が低い

ため、支払利子込み法によっている。

③支払リース料及び減価償却費相当額 ③支払リース料及び減価償却費相当額 ③支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 22 百万円 支払リース料 22 百万円 支払リース料 45 百万円

減価償却費相当額 22 減価償却費相当額 18 減価償却費相当額 36

④減価償却費相当額の算定方法 ④減価償却費相当額の算定方法 ④減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする 同 左 同 左

定額法によっている。

2. オペレーティング・リース取引 2. オペレーティング・リース取引 2. オペレーティング・リース取引

①未経過リース料 ①未経過リース料 ①未経過リース料

１年内 － 百万円 １年内 － 百万円 １年内 － 百万円

１年超 － １年超 － １年超 －

合　計 － 合　計 － 合　計 －

前中間会計期間

自　平成12年 4月 1日

至　平成12年 9年30日

前 事 業 年 度

自　平成12年 4月 1日

至　平成13年 3年31日

当中間会計期間

至　平成13年 9年30日

自　平成13年 4月 1日
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